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麦の状況について（全国）
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国内生産量
（R６年産）用途麦種

102.3万トン
北海道(69%)
福岡県(5%)
佐賀県(4%)

うどん
パン

中華麺
菓子

小麦

11.9万トン
栃木県（26%)
佐賀県（24%)
福岡県（16%)

ビール
焼酎

二条大麦大麦

5.4万トン
福井県（22%)
富山県（21%)
石川県（11%)

押麦
麦茶

六条大麦

1.2万トン
愛媛県（33%)
香川県（15%)
大分県（13%)

麦みそ

はだか麦

小麦は小穂
が交互にな
る
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２列だ
け実が
なる

実がなら
ない

６列すべて
に実がなる

【上から穂を見た図】

【上から穂を見た図】

・ 小麦には、グルテニンとグリアジンと呼ばれるたんぱく質が含まれ
ており、これらが水を含むことでグルテンが形成される。このグルテ
ンは、粘り・弾力があるためパンや麺に適している。

・ 用途により求められるたんぱく含有量が異なる。

・ 大麦は二条と六条に分けられる。さらに、皮
がはがれやすいものを「はだか麦」と呼んでいる。

・ 大麦は精麦して押麦にするほか、ビールの醸
造原料にも用いられている。

・ グルテンを含まない。

６列のうちの２列に実がなる。
大粒大麦とも呼ばれる。

二条大麦、六条大麦と外見はほぼ同じ。

６列（条）のすべてに実がなる。
小粒大麦とも呼ばれる。

現在生産されているはだ
か麦は六条の 品種が多
い。

○ 我が国では、小麦、二条大麦、六条大麦、はだか麦の４麦を生産している。

注：国内生産量は作物統計（令和５年産）

(速報値)

１.麦の種類・用途



○ 麦の作付面積の約半数を北海道が占めている。
○ 北海道では４分の３が畑地で栽培されているのに対し、都府県では９割が水田での作付けとなっている。

資料：作物統計
注：近畿の畑作のＸは個人等の秘密保持のため数値が公表されていないことを示す。

東北
関東・
東山

全国
北海道

北陸

令和４年産４麦の作付面積（単位：ha）

東海

近畿
九州

中国・
四国

都府県

○ 作付面積に占める各産地の割合（令和５年産）

資料：麦類生産費統計、作物統計

シェア作付面積地域
46%132,400北海道
3%7,910東北
4%10,700北陸

13%38,000関東・東山
6%17,900東海
4%11,000近畿
4%11,820中国・四国

21%60,800九州
54%158,200都府県

100%290,500全国

田作
32,400 
85%

畑作
5,630 
15%

田作
185,800 

64%

畑作
104,800 

36%

田作
36,600 
28%

畑作
95,800 
72%

田作
7,020 
89%

畑作
899 
11%

田作
10,300 
97%

畑作
364 
3%

田作
10,900 
100%

畑作
Ｘ

田作
17,600 
99%

畑作
242 
1%

田作
149,200 

94%

畑作
8,920 
6%

田作
11,740 
99%

畑作
224
1%

田作
59,300 
97%

畑作
1,550 
3%

北海道
57%

北海道
3%

東北
3%

東北
3%

北陸
0%

北陸
17%

関東・東山
9%

関東・東山
26%

東海
8%

東海
0%

近畿…

近畿
3%

中国・四国
3%

中国・四国
9%

九州
16%

九州
37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小麦

大麦・

はだか麦

（概算値）

４

2.麦の地域別作付面積と田畑の割合



5,520ha
はだか麦

(2%)
38,900ha
二条大麦

(13%)

19,600ha
六条大麦

(7%)

231,700ha
小麦

(78%)

○作付面積と生産量の推移（全国）

３.作付面積と収穫量（全国）

○ 全国の令和５年産４麦(小麦、二条大麦、六条大麦、はだか麦)の作付面積は、295,700ha、
収穫量は、1,326,000tとなっている。

○ 麦の作付面積は、平成５年産米の著しい不良を受けて、平成６,７年産米の生産調整が大幅
に緩和されたことで落ち込み。

○ 平成10年からの「新たな麦政策大綱」による麦の本作化推進により、作付が拡大したもの
の近年は、ほぼ横這い傾向(直近年は微増)。

◆麦種別の作付面積割合（令和５年産） ◆全国の麦の作付面積・収穫量の推移

資料：統計部「作物統計」

資料：統計部「作物統計」

注：合計値と内訳の計はラウンドにより一致しない場合がある。

令和５年産
4麦計(全国)
295,700ha
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○ 麦は、北海道畑作においては輪作体系を支える基幹作物、都府県においては水田作の水稲
の裏作作物、稲・麦・大豆の２年３作作物として、各産地の作付体系を維持する上で重要な
作物となっている。

資料：農林水産省穀物課調べ

東 海
作付体系：水田作（稲ー麦ー大豆、麦、稲ー麦）
主な麦種：小麦

関 東
作付体系：水田作（稲ー麦、麦、大豆ー麦、

稲ー麦ー大豆）
畑作（麦）

主な麦種：小麦、二条大麦、六条大麦

東 北
作付体系：水田作（麦、稲ー麦ー大豆、大豆ー麦）
主な麦種：小麦、六条大麦

北 陸
作付体系：水田作（ 麦、稲ー麦ー大豆、大豆－麦）
主な麦種：六条大麦

四 国
作付体系：水田作（稲ー麦、麦）
主な麦種：小麦、はだか麦

中 国
作付体系：水田作（稲ー麦、稲ー麦ー大豆）
主な麦種：小麦、二条大麦

九 州
作付体系：水田作（稲ー麦、大豆ー麦）
主な麦種：小麦、二条大麦、はだか麦

北 海 道
作付体系：畑作（小麦ーてん菜ー豆類ー馬鈴しょ、

小麦ーてん菜ー馬鈴しょ）
水田転作（麦）

主な麦種：小麦

近 畿
作付体系：水田作（稲ー麦ー大豆、麦）
主な麦種：小麦、六条大麦

４

４.麦類の主な産地と作付体系
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一経営体
当たり面積
（ha）

作付面積（ha）作付経営体数
（経営体）

9.757%119,17940%12,261北海道
4.843%89,48560%18,715都府県
4.13%6,6285%1,624東北
3.810%20,70317%5,402関東・東山
2.20%5081%228北陸
6.17%15,3038%2,517東海
3.94%8,5637%2,174近畿
3.41%2,4182%714中国
3.91%2,4072%610四国
6.116%32,94118%5,437九州
1.60%140%9沖縄
6.7100%208,664100%30,976計

一経営体
当たり面積
（ha）

作付面積（ha）作付経営体数
（経営体）

4.43%1,8853%431北海道
4.697%59,09097%12,844都府県
6.72%1,3161%196東北
3.727%16,25833%4,397関東・東山
5.115%9,12313%1,788北陸
1.51%7374%486東海
4.03%1,7313%436近畿
5.37%4,1236%779中国
4.05%2,8705%717四国
5.738%22,93030%4,044九州
1.00%10%1沖縄
4.6100%60,975100%13,275計

資料：農林業センサス 販売目的の麦の作物別作付経営体と作付面積 資料：農林業センサス 販売目的の麦の作物別作付経営体と作付面積

○北陸地域における令和２年の小麦の作付経営体数は228。一経営体当たりの面積は2.2haで全国平均（都府県）
4.8haより小さい。

○他方、大麦の作付経営体数は1,788。一経営体当たりの面積は5.1haで全国平均（都府県）4.6haより大きい。
○ 麦の作付経営体数の推移

（単位：千経営体）

資料：農林業センサス 販売目的の麦の作物別作付経営体数と作付面積
注：平成17年までは販売農家

○ 地域別小麦作付経営体数と作付面積（R2） ○ 地域別大麦作付経営体数と作付面積（R2）

○ H22年とR2年の作付経営体数、作付面積の比較

資料：農林業センサス 販売目的の麦の作物別作付経営体と作付面積

R2H27Ｈ22Ｈ17Ｈ12

1,0281,3301,6311,9632,337販売目的の農業経営体数

3138468691うち小麦作付経営体数
1315193540うち大麦作付経営体数

R2/H22R2H27H22
67%30,97637,69446,202作付経営体数(経営体）

小
麦 103%208,664207,149202,844作付面積（ha）

153%6.75.54.4１経営体当たり面積（ha）

69%13,27515,19219,372作付経営体数(経営体）
大
麦 107%60,97455,92556,763作付面積（ha）

157%4.63.72.9１経営体当たり面積（ha）

５.麦の生産者数・作付規模
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実需者：原則として、過去３か年の間に希望する産地別銘柄の播種前契約実績のある者

・ 一定の品質・ロットが確保ができることにより、商品製造の安定化が図れ、
確実な販売につなげることができる。

産地
実需者
食品メーカー

製粉・精麦業者等
集荷業者

コンソーシアムによる需要に応じた麦生産の（イメージ）

産地のメリット
・ 食品メーカーのニーズ（品質、需要量、価格）がダイレクトに伝わるため、

今後の生産を見通すことができ、経営の安定化が図れる

集荷業者のメリット

・ 豊凶による価格・数量などの変動に対してセーフティネットとなる。

実需者のメリット

B to B
供給量・品質・価格

の安定化

６.製品製造からの視点による実需・流通・生産が一体となった麦生産

【国産麦の民間流通の仕組】
○ 国産麦については、H17年産より全量民間流通へ移行した。民間流通については、実需者が加工原料たる麦を計画的
かつ安定的に確保し、生産者が安心して作付けができるよう、収穫前年に生産者と実需者（製粉企業等）の間で入札等を
行い、取引数量及び取引価格の契約を締結する「播種前契約」が基本となっている。
○ 生産者は、播種前契約に基づき計画的に作付けを行い、収穫後、検査を経て、実需者へ引き渡しを行う。実需者は、
収穫翌年の８月末日までに生産者から計画的に引き取ることとなっている。

【趣旨】
・国内産麦の需要の確保・拡大のためには、異業種が連携して、地域の食文化のブランド化やストーリー性の付与等を行
うことにより、高付加価値化を進めることが重要。
・このような取組を実効性のあるものとするため、生産者と実需者の結びつきを強化し、安定的な原料供給を可能とする
需要拡大推進枠の仕組みを導入 。

【需要拡大戦略の策定】
需要拡大推進枠の設定に当たっては、生産から商品開発・販売までの一貫した戦略（需要拡大戦略）を策定。

○需要拡大推進枠（H26年産から導入） ＜固定需要のある品種について、入札によらず優先的・安定的に取引できる枠を設定＞

これまでの利用実績は数％（令和３年 ２%）
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○ 国産麦の民間流通

生産者団体から販売予定数量、需要者団体から購入希望数量の相互提示
収穫前年
７月～

８～９月 入札取引の実施（販売予定数量の約３～４割）

相対取引の実施（販売予定数量の約６～７割）

播 種（秋まき。春まきは収穫年の４月頃）

収 穫 及 び 検 査

生産者団体と需要者で
播種前に契約を締結

９月～

需 要 者 へ 引 渡 し収穫年６月～

＜生産の流れ＞
～１２月

収穫年６月～８月

注：生産者団体と需要者で構成する民間流通連絡協議会において、値幅制限等の入札の仕組みが協議・決定されている。

＜契約の流れ＞

播種前契約に基づき計
画的に作付

○ 国産麦は、需要に応じた生産を計画的に促進するため、播種前に生産者と需要者（製粉企業等）の間で取引数量・
取引価格について契約を結び、その契約に基づき取引を実施。

○ 販売予定数量の約３～４割について入札を行い、残りは入札で形成された価格を基本とする相対取引が行われている。

７.国内産麦の取引の仕組み
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○ 国内需要量の約１割を占める国産小麦は、民間流通により取引されており、残り約９割を占める外国産小麦については、
国家貿易により一元的に輸入されている。主に製粉企業が製粉して小麦粉にし、その小麦粉を原料として二次加工メーカー
がパン・麺・菓子等を製造している。

○ 大麦・はだか麦については、精麦して焼酎、みそ等の発酵用、押麦（麦飯）用等として流通している。

注：流通量は、過去５年（H30～R4年度）の平均数量である。

○ 食用小麦の流通のイメージ

○ 食用大麦及びはだか麦の流通のイメージ
（単位：万トン）

（単位：万トン）
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８.小麦・大麦・はだか麦の流通
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○ 農林水産省では、新たな「食料・農業・農村基本計画」 を策

定。
○ 本計画において、令和12年度までに達成する生産努力目標として、小麦108万トン、大麦・
はだか麦23万トンを設定。

◆ 令和12年度における食料消費の見通し及び生産努力目標

克服すべき課題

品目別自給率生産努力目標

食料消費の見通し

品目

国内消費
仕向量

1人・1年
当たり
消費量

(％)(万トン)(万トン)(kg／人.年)

令和
12年
度

平成
30年
度

令和
12年
度

平成
30年
度

令和
12年
度

平成
30年
度

令和
12年
度

平成
30年
度

○国内産小麦の需要拡大に向けた品質向上と安定供給
○耐病性・加工適性等に優れた新品種の開発導入の推進
○団地化・ブロックローテーションの推進、排水対策の更なる
強化やスマート農業の活用による生産性の向上
○ほ場条件に合わせて単収向上に取り組むことが可能な環境の
整備

1912108765796513132小麦

○国内産大麦・はだか麦の需要拡大に向けた品質向上と安定供
給
○耐病性・加工適性等に優れた新品種の開発導入の推進
○団地化・ブロックローテーションの推進、排水対策の更なる
強化やスマート農業の活用による生産性の向上
○ほ場条件に合わせて単収向上に取り組むことが可能な環境の
整備

12923171961980.30.3
大麦・
はだか麦

９.食料・農業・農村基本計画における麦の目標及び課題

11



六条大麦の状況について（北陸地域）
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○ 北陸地域は六条大麦の主産地であり、令和６年産の作付面積は全国の作付面積
（19,500ha）の55％を占める10,700ha。

○ 北陸地域のうち、福井県が作付面積5,070ha（47％）、収穫量12,100t（40％）、富山県
が3,660ha（34％）、収穫量11,600t（38％）であり、福井県は、令和６年産六条大麦の作
付面積及び収穫量ともに全国１位。

○ 北陸地域の10a当たり収量は282kg/10aであり、全国平均（都府県）の277kg/10aと比較
して高い。

資料：統計部「作物統計」

資料：統計部「作物統計」
注：合計値と内訳の計はラウンドにより一致しない場合がある。

◆北陸地域の県別の10a当たり収量(六条大麦)

329
316

239
235

資料：統計部「作物統計」

◆北陸地域の県別の収穫量(六条大麦)

H R

新潟

165ha

(2%) 富山

3,660

ha

(34%)

石川

1,850ha

(17%)

福井

5,070ha

(47%)

令和6年産
(北陸地域)
10,700ha

(100%)

◆北陸地域の県別の作付面積(六条大麦)

新潟

388t

(1%)

富山

11,600t

(38%)

石川

6,090t

(20%)

福井

12,100t

(40%)
令和6年産

(北陸地域)

30,200t

(100%)

10.六条大麦の作付面積と収穫量（北陸地域）
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（ha）

300～

～300

～100

石川県
1,780ha

福井県
5,140ha

富山県
3,600ha

新潟県
165ha

能美市

富山市

白山市

越前市

小松市

川北町

あわら市

大野市

高岡市

福井市

～10(X含む）

（参考）北陸地域の大麦の主要産地（令和５年産）

砺波市

南砺市

射水市

小矢部市

坂井市

勝山市

鯖江市

越前町

ⅹ…数が少なく秘密保護のため、
数値公表しないもの

14

立山町

津幡町



○作付面積と生産量の推移（全国）

11.六条大麦の品種構成（北陸地域）

○ 北陸地域における六条大麦の品種構成は、令和６年産では新潟県でミノリムギ、富山県、石川県、
福井県ではファイバースノウの作付が多い。また新潟県では、作付面積は少ないものの、農研機構
中央農業研究センターが開発したゆきはな六条が一部で作付けされ、ウイスキーや焼酎の原料とし
て活用可能。

○ 近年、食物繊維などの機能性成分を多く含むもち性大麦について、実需者からの強い要望を踏ま
え、北陸地域においても、農研機構中央農業研究センターが開発した「はねうまもち(北陸皮糯58
号)」の作付面積は拡大。

◆六条大麦の品種構成 ◆ファイバースノウの特徴
・ミノリムギより倒伏に強く、耐雪性、耐寒性
に優れる。

・精麦白度が高く、精麦品質が優れる。

資料：北陸農政局生産部生産振興課調べ

◆ゆきはな六条の特徴

・六条種としては大粒、軟質であり、ウイス
キーや焼酎の原料として活用できる。

・耐倒伏性が強く、うどんこ病に極強である。

◆はねうまもちの特徴

・ファイバースノウのもち性突然変異品種。

・うるち性大麦に比べ、もちもちとして食感が
優れる。

・機能性成分β-グルカンをファイバースノウの
約1.4倍多く含む。

15

令和６年産（速報値）

県名 作付割合
（%）

作付面積
（ha）

品種名

86135ミノリムギ

新潟県
24はねうまもち

1117ゆきはな六条

100156計

1003,644ファイバースノウ富山県

1001,782ファイバースノウ

石川県 0.13ホワイトファイバー

1001,785計

783,807ファイバースノウ

福井県 221,060はねうまもち

1004,867計

10,452北陸地域計



北陸六条大麦の課題・対策

【生産】
〇 収量は、
1 気象条件（降雨）
2 湿害（発芽率の低下、出芽遅延等）
3 雑草の土壌養分吸収による生育競合。
4 収穫期（梅雨時期）の穂発芽や赤カビ病に
よる被害
により低下する傾向。（品質も同様に低下）。
※六条大麦は、梅雨前（5月下旬）に収穫が
終わるため、穂発芽や赤カビ病の被害は少な
い。

【販売】
〇 実需者から求められる品質・量を踏まえ、
実需との需給バランスが安定しており、引き
続き供給することが必要。

※主に押麦（食用）、麦茶用として、はくば
く（山梨県）等に販売。

【生産】
〇 収量確保のための基本技術として、（①排
水対策、②適期作業（生育診断に基づいた追
肥、雑草防除、赤カビ防除等））に沿った適
切な肥培管理が必要。

1 土壌分析、収量データによる施肥設計を行う
とともに、有機資材等による土づくりを実施。

2 実需者の求める加工適正が高い六条大麦
「ファイバースノウ」などの品種を導入。

3 一定の品質・数量を確保し、作業効率を図る
ため、団地化も必要。

【販売】
〇 安定供給するため、実需者のニーズ把握と、
生産者側・実需者側の結びつきを拡大すると
ともに、品質・量等が実需者の要望を満たし
信頼される麦産地づくりが必要。

【課題】 【対策】

【現状：令和６年産】
〇 全国19,500ha（54.2千ﾄﾝ）に対し、北陸地域では、10,700ha（30.2千ﾄﾝ）と全国シェアは55％。
〇福井県（5,070ha、田面積の14％）及び富山県（3,660ha、田面積の７％）の2県で北陸の約8割。

16



12.国産大麦・はだか麦の産地銘柄別落札価格の動向

17

○国内産大麦・はだか麦の落札価格の推移

48,519 

53,844 

37,927 

78,640

87,767

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

H15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6 7

豪州産二条大麦

カナダ産六条大麦

六条大麦

二条大麦

はだか麦

資料：農林水産省調べ
注１：国内産麦の価格は、（一社）全国米麦改良協会が実施する民間流通麦にかかる入札の第1回、第2回及び再入札の
落札加重平均価格（税込み）。年産の下段の（ ）内は当該第１回入札の実施年月である。

注２：外国産麦の価格は、19年までの政府売渡価格（税込み）、ＳＢＳ方式が導入された19年以降における各年度の食糧用
ＳＢＳ大麦（輸入区分Ⅰ）における政府売渡価格の加重平均価格（税込み）である。

(3.9)(2.9)(R1.9)(30.9)(29.10)(28.9)(27.9)(26.9)(25.10)(24.10)(23.9)(22.12)(21.8)(20.8)(19.9)(18.9)(17.8)(16.8)(15.8)(H14.8) (4.9) (5.9) (6.9)

（単位：円/トン、税込み）

資料：農林水産省調べ
注１：外国産麦の価格は、Ｒ５年度食糧用ＳＢＳ大麦（輸入区分Ⅰ）の政府売渡価格の加重平均価格である。
注２： ：二条大麦、 ：六条大麦、 ：はだか麦。

福井はねうまもち 62,199

滋賀Ⅱファイバースノウ46,578兵庫シュンライ 46,658

岡山サチホゴールデン 51,588

宮城ホワイトファイバー 48,517

島根サチホゴールデン 45,331

50,000

40,000

60,000

（単位：円/トン、税込み）

茨城カシマゴール 49,290

長野ファイバースノウ 43,582

茨城ミカモゴールデン 39,882

岡山スカイゴールデン 50,791

石川ファイバースノウ 47,622

香川イチバンボシ 36,266

宮城シュンライ 40,209

茨城カシマムギ 50,873

群馬シュンライ 43,117

佐賀サチホゴールデン 55,763

栃木ﾆｭｰｻﾁﾎｺﾞｰﾙﾃﾞﾝ 38,804

富山ファイバースノウ 48,964

福井ファイバースノウ 49,035

栃木シュンライ 44,563

愛媛ハルヒメボシ 38,219

佐賀はるか二条 56,926

滋賀Ⅰファイバースノウ43,003

二条大麦（加重平均） 53,844

六条大麦（加重平均） 48,519

はだか（加重平均） 37,927

大分ハルアカネ 38,663

カナダ産六条大麦（加重平均） 87,767

豪州産二条大麦（加重平均） 78,640

80,000

90,000

○ 令和７年産の全銘柄落札加重平均価格は、二条大麦で53,844円／トン、六条大麦で48,519円
／トン、はだか麦で37,927円／トン。

○ 令和７年産の入札結果をみると、需給状況等を反映して麦種や産地銘柄別の落札価格に差が
生じている。

○令和７年産国内産大麦・はだか麦の産地銘柄別の落札価格



1,611

2236

2182
2258

1,500

1,700

1,900

2,100

2,300

2,500

2,700

2,900

3,100

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 R2 R3 R4 R5 R6

系列1 系列3 系列5 系列7

円/50kg

消費税抜き価格である。

平.

○作付面積と生産量の推移（全国）

13.六条大麦の品質（農産物検査結果）及び価格（北陸地域）

○ 北陸地域における六条大麦の品質(検査等級)をみると、令和６年産（速報値）の１等比率は74.5％(令和
６年10月31日現在) 。

○ なお、１等比率を県別に見ると、新潟県が1.7％、富山県が78.1％、石川県が52.6％、福井県が84.2％と、
バラツキが見られる。

○ 麦の価格は、平成12年産から民間流通制度に移行したことに伴い、入札によって決定。消費者の安全性
に対する意識や健康志向の高まりを背景に、国産大麦に対する需要が増大してきたことや、平成19年頃か
らの輸入麦価格の急騰により実需者の国産大麦への期待がこれまでになく高まったことから、入札価格が
上昇。

○ 平成22年産以降、輸入麦価格が大幅に下落したことにより、国内産麦の入札価格は下落、ここ数年は横
ばい傾向。

◆六条大麦の検査等級割合の推移（北陸地域） ◆民間流通麦の入札指標価格の推移（北陸地域）

資料：北陸農政局調べ
資料：全国米麦改良協会公表資料

注：19年産以降の新潟県ミノリムギは入札上場されていない。
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新潟県ミノリムギ 富山県
ファイバースノウ

石川県
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福井県
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81.6
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小麦の状況について
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○ コロナ下における国内産地との取引に関する食品関係企業への意向調査

資料：日本政策金融公庫「食品産業動向調査（令和２年７月）～新型コロナウイルス
感染症拡大の影響、国内産地との取引について～」（2020年９月） 20

14.小麦の国際価格の動向

○ 小麦の国際価格は、ロシアによるウクライナ侵攻により、令和４年３月に急騰したが、その後ウクライナか
らの穀物輸出の再開等により下落。

○ 令和６年５月以降、ロシアの霜害等による減産懸念から一時上昇するも、その後は米国産小麦の良好な生産
状況等を踏まえ５ドル/bu台で推移。



生産・流通・実需の課題

対策（出口を見据えた麦生産）

生産者
・実需者の望む供給量の確保や品質は用途によって様々であるが、産地が対応しきれていない
・所得を確保するため、収量が多く、病気に強い品種を選択しやすい

流通業者
・需要が供給より上回っている場合

ロットが確保できず複数産地から調達する必要があるため、品質のブレにつながる
・需要が供給より下回っている場合

販売先が引き取れず在庫となる。
特に大麦は供給先（使用する２次加工メーカー）が限られており、在庫を抱えやすい

実需者
（食品メーカー、製粉、精麦業者など）
・供給量、品質及び価格が年産ごと、産地ごとに不安定であり、外国産からの置き換えにはリスクが高い
・新品種や用途の拡大（大麦粉）など、商品開発につながる情報やそれに対応できる産地の情報が不足している
（特に２次加工メーカー）

15.需要に応じた麦生産にかかる課題と対策

＜実需・流通対策＞
・安定的な供給量の確保・品質の平準化⇒県間連携によるロット・品質の確保
・国産麦の需要拡大⇒国産デュラム小麦を使ったパスタ、大麦粉を使ったお好み焼き粉などの新規用途拡大
・地域の実需者・消費者と産地が結びついた地産地消⇒民間流通麦の需要拡大推進枠の活用

＜生産対策＞
・実需・流通・産地の結びつき強化による需要に応じた生産
（需要のある品種・麦種の導入、省力化技術の導入、排水対策等の基本営農技術の徹底）

21



〇 国産小麦は約７０品種あり、少量生産も多い。
〇 また、都道府県毎、品種毎に流通していることから、 外国産小麦のようなまとまったロットと品質の確保が難しい。
〇 輸入小麦から国産小麦切り替えを進めるためには、①輸入小麦の特性に近い品種や、②実需者の要望に応じ、タンパク、

アミロース含有量などの品質に着目した生産に集約化する必要がある。

16.小麦の品質・供給量の課題

ブレンド用パン・中華めん用パン・中華めん用

日本めん用パン・日本めん用

ブレンド用日本めん用日本めん用・菓子用日本めん用・菓子用

硬質
（硬め）

硬質
（柔らかめ）

軟質

ＨＲＷ

１ＣＷ
ＤＮＳ

ＡＳＷ

硬さ

柔らかさ
弾力

さとのそら
シロガネコムギ

ＷＷ

ゆめかおり

銀河のちから
ミナミノカオリ

ちくしW2号
（ラー麦）

春よ恋
さちかおり

せときらら

ゆめちから
キタノカオリ
はる風ふわり

きたほなみ
きぬあかり

あやひかり
チクゴイズミ
つるぴかり

通常アミロース やや低アミロース

うららもち

中国173号

もち姫

低アミロース もち性

資料：農研機構西日本農業研究センター 池田達哉氏 「小麦の品質に関わる遺伝的特性と今後の品質開発の方向性」 製粉振興 617(3):14-23（2022） 22



○北陸地域での令和６年産小麦の作付面積は607ha、そのうち、福井県255ha、新潟県186ha。
○10a当たり収量は、北陸平均で260kg/10aであり、全国平均（都府県）315kg/10aと比べて
低い。

資料：統計部「作物統計」

◆北陸地域の県別の１０a当たり収量（小麦）
◆北陸地域の県別作付面積（小麦）

◆北陸地域の県別収穫量（小麦）

資料：統計部「作物統計」

資料：統計部「作物統計」
注：合計値と内訳の計はラウンドにより一致しない場合がある。

50

150

250

350

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6

(kg/10a) 新潟 富山 石川 福井

329

203

159

267

H R

新潟

186ha

(31%)

富山

61ha

(10%)
石川

105ha

(17%)

福井

255ha

(42%)

令和6年産

(北陸地域)

607ha

(100％)

新潟

612t

(39%)

富山

124t

(8%)

石川

167t

(11%)

福井

681t

(43%)

令和6年産

(北陸地域)

1,580t

(100％)

17.小麦の作付面積と収穫量（北陸地域）
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（ha）

10～

～10（x含む）

石川県
112ha

福井県
204ha 富山県

50ha

新潟県
164ha

新潟市

小松市

弥彦村

永平寺町

作付なし

（参考）北陸地域の小麦の主要産地（令和５年産）

ⅹ…数が少なく秘密保護のため、
数値公表しないもの

７

砺波市
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坂井市

越前市



18.小麦の品種構成（北陸地域）

○小麦の品種としては、新潟県、富山県、石川県では、耐寒性に優れるゆきちから、福井県
では福井県大３号を作付け。
北陸地域で作付けられる品種は、いずれも早生品種となっている。

資料：生産振興課調べ

◆北陸地域における県別の品種作付割合（小麦）

令和６年産（速報値）

県名 作付割合
（%）

作付面積
（ha）

品種名

65118ゆきちから

新潟県

3054夏黄金

23ゆきはるか

47その他

100181計

6138ゆきちから

富山県
3924さとのそら

0.10.05農林10号

10062計

5551ゆきちから

石川県 4541シロガネコムギ

10091計

51129福井県大3号

福井県 49126ゆめちから

100255計

590北陸地域計

◆ゆきちからの特徴
・高蛋白で、製パン適性に優れる。耐寒雪性・耐
倒伏性が強い良質品種で、適正な施肥管理により、
安定した品質・収量が得られる。

◆夏黄金の特徴
・生地の伸張抵抗が強く、製パン適性に優れる硬
質小麦である。

・播性が Vのやや早生種、耐雪性は中程度で寒冷地
での栽培に適する。

・「ゆきちから」と比較して収量性は同程度で穂発
芽耐性および赤かび病抵抗性は優る。

◆福井県大3号の特徴
・「ナンブコムギ」より、1週間から10日早生で、
梅 雨入りする前に収穫ができる。また、「ナ
ンブコムギ」より10～20％多収である。

・早生種、耐雪・耐寒性がある。
・小麦粉のタンパク質含量は10～11％と準強力粉で
すが、小麦粉ドウは強力粉なみに粘弾性が高く、
様々な用途に使用できる。
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北陸小麦の課題・対策

【生産】
〇 収量は、
1 気象条件（降雨）
2 湿害（発芽率の低下、出芽遅延等）
3 雑草の土壌養分吸収による生育競合。
4 収穫期（梅雨時期）の穂発芽や赤カビ病
による被害
により低下し、品質も同時に低下。
※収穫期の降雨（6月上中旬）による品
質低下を経験したため、現場では小麦よ
りも雨の影響が少ない六条大麦を選択。

【販売】
〇 実需者の求める品質、量に至っていな
い。一部で取組があるものの、販売先が
安定していない状況。

※主にパン、麺用として、丸榮製粉(新潟
県)、沼田製粉(富山県)、金沢製粉(石川
県)等に販売。

【生産】
〇 収量確保のための基本技術といて、（①排水対
策、②適期作業（生育診断に基づいた追肥、雑
草防除、赤カビ防除等））に沿った適切な肥培
管理が必要。

1 土壌分析、収量データによる施肥設計を行うと
ともに、有機資材等による土づくりを実施。

2 実需者の求める品質（パン、麺）に適した品種
「ゆきちから」を導入。

3 特に、赤かび病の防除、穂発芽のための技術指
導や横展開。

4 一定の品質・数量を確保し、作業効率を図るた
め、団地化も必要。

【販売】
〇 安定供給するため、実需者のニーズ把握と、生

産者側・実需者側の結びつきを拡大するととも
に、品質・量等が実需者の要望を満たし信頼さ
れる産地づくりが必要。
→実需者を起点とする地域連携の下、新需要を捉
え小麦産地を拡大

【課題】 【対策】

【現状：令和６年産】
〇全国231,600ha（1,023千ﾄﾝ）に対し、北陸地域では、607ha（1.6千ﾄﾝ）と全国シェアは0.3％。
〇福井県（255ha、田面積の0.7％）及び新潟県（186ha、田面積の0.1％）の2県で北陸の約７割。
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○ 国内産小麦の産地銘柄別落札価格の推移 ○ 令和７年産国内産小麦の産地銘柄別落札価格

○ 令和７年産国内産小麦の全銘柄落札加重平均価格は、国内産小麦の需要や直近の輸入小麦の価格
動向等を反映し、62,658円（税込み）／トン。

○ 産地銘柄別の入札結果をみると、需給状況等を反映して落札価格に差が生じている。

注１：国内産小麦の価格は、（一社）全国米麦改良協会が実施する民間流通麦にかかる入札の第１回、第２回及び再入
札の落札加重平均価格（税込み）。年産の下段の（ ）内は当該第１回入札の実施年月である。

注２：外国産小麦の価格は、18年までは当該年度平均の実績価格であり、19年以降は、民間流通麦にかかる第１回入札
の実施年月時点での輸入小麦の政府売渡価格（５銘柄平均）である。

注３：ホクシン（きたほなみ）については、22年産までは「ホクシン」の価格であり、23年産からは「きたほなみ」の
価格である。

注４：さぬきの夢については、24年産までは「さぬきの夢2000」の価格であり、25年産からは「さぬきの夢2009」の価
格である。

注５：農林61号（さとのそら）については、23年産までは「農林61号」の価格であり、24年産からは「さとのそら」の
価格である。

資料：農林水産省調べ。

資料：農林水産省調べ
注：外国産小麦５銘柄加重平均価格は、令和６年４月期の輸入小麦の政府売渡価格である。

北海道はるきらり 55,665

（単位：円/トン、税込み）

70,000

北海道ゆめちから 61,244

福岡ミナミノカオリ 65,718

愛知ゆめあかり 59,915

埼玉さとのそら 63,395

佐賀チクゴイズミ 70,519

全銘柄落札加重平均 62,658

香川さぬきの夢2009 60,371

北海道きたほなみ 62,243

外国産小麦5銘柄加重平均 67,810

茨城さとのそら 58,896

大分チクゴイズミ 68,977

福岡シロガネコムギ 62,318

佐賀シロガネコムギ 66,101

福岡チクゴイズミ 71,006

滋賀ふくさやか 58,839

岐阜イワイノダイチ 59,240

群馬さとのそら 64,762

群馬つるぴかり 75,967

北海道春よ恋 70,415

愛知きぬあかり 56,055

60,000

埼玉あやひかり 71,110

岐阜さとのそら 56,570

滋賀びわほなみ 61,051

佐賀はる風ふわり 59,013

岩手ゆきちから 58,174

宮城 夏黄金 68,040

19.国産小麦の産地銘柄別落札価格の動向（全国）
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（参考）

• （参考１）北陸地域の麦作経営優良事例１

• （参考２）北陸地域の麦作経営優良事例２

• （参考３）北陸地域の麦作経営優良事例３

• （参考４）北陸地域の麦作経営優良事例４

• （参考５）北陸地域の麦作経営優良事例５

• （参考６）北陸地域の麦作経営優良事例６

• （参考７）新潟県産小麦生産への復活の道のり

• 「新潟小麦の会新潟県新潟市」

• （参考８）診断に基づく栽培改善技術導入支援マニュアル

• （参考９）発育診断予測モデルの事例

• （参考10）ドローンを用いた作付確認の事例
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令和６年度全国麦作共励会 農家の部 農林水産大臣賞

島﨑 恒守（株式会社島﨑農園） （福井県福井市）

経営の概要
基幹作物：大麦 7.5ha（ファイバースノウ）、水稲（34.3ha：加工・輸出米、飼料米含）、大豆4.0ha、

そば1.4ha、加工キャベツ20a、ブドウ3a（R6年産）※大豆は、大麦後に作付け
大麦の上位等級比率 １等 83％（R6）、単収 362kg/10kg（県平均単収 211kg/10a）R6年産

栽培のポイント

○粘土質・多湿ほ場での排水重点栽培を念頭においた作業体系を組み、トレンチャー
（圃場周囲・圃場内）やサブソイラ―（通常より大きい直径の弾丸を使用）の施工、排水
溝の随時手直しなど、排水対策を徹底。

○耕起、基肥散布、播種、除草剤散布を一工程で行うことにより土壌の練りを防止し発芽
率が向上するほか、除草効果も向上。

○収量・品質の向上に向け越冬後の生育状況に応じた追肥（３月中旬）やドローンでの
適期赤かび病防除（２回）を実施。

○これらの取組により、６年産において「ファイバースノウ」の単収は362kg／10aとなり、
県平均211kg／10aの約1.7倍の水準、大麦の作付は令和２年から倍増。

【トレンチャーで圃場周囲・
圃場内に明渠を設置】

経営のポイント

○今後も集落内の農地集積を進め、ブロックローテーションによる団地化を更に進めるとともに、経営規模の拡大
に応じた機械、施設整備により省力化を進める。

今後の展望

○令和６年２月に家族経営を法人化。

○ 畦畔除去による一筆面積の拡大や機械の大型化による一貫作業、ドローンの活用

を進め、労働時間を約1.6時間／10aと県平均4.4時間／10aの半分以下に低減。

○ 上記の機械の効率的使用や中古大型機械の導入及び自ら農業機械の点検修理を実施すること等よる生
産費の削減や、乾燥調製作業以降を全量JAに委託する事等による流通コストの削減により麦の所得率は
59％の高水準。

北陸地域の麦作経営優良事例１ （参考１）
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【サブソイラーの弾丸は通常
より大きいものを使用】



北陸地域の麦作経営優良事例２ （参考２）

○有限会社 北次農場（石川県能美郡川北町）

令和５年度全国麦作共励会 農家の部 日本農業新聞会長賞

栽培・経営上の特徴

30

大麦 33ha、水稲 67ha、大豆 55ha、いち
じく７a

作付面積

ファイバースノウ品種

412kg/10a
(303kg/10a)

単収
(県平均単収)

89.2％上位等級比率

令和５年産生産状況

○播種前にすべての圃場でサブソイラによる暗渠、溝堀機による額縁排水、

播種同時のサイドリッジャーによるほ場内明渠で排水対策を徹底。

また、越冬後には排水路の点検作業を行い、破損している場合には修繕を徹底。

耕起から除草剤散布までの工程
を一度に行うための「搭載型シーダ」

〇播種前の排水対策実施時期が水稲の収穫時期と重なり、作業競合が発生していたことから、水稲の乾燥調製施設の

能力を拡充して労力を確保し、排水対策の確実な実施に結び付けている。

〇JA指導の下、地域内で生育量や葉色の目合わせ、幼穂調査による施肥時期の予報などの情報が共有され、適期

施肥を実施。

〇耕起から除草剤散布までの工程を一度に行うために、農機メーカーと相談して既存の機械を組み合わせた「搭

載型シーダ」（ニプロ）を導入。砕土率の高いロータリーにスリップローラシーダを組み合わせ、更に除草散

布機を組み込むことで、耕起、施肥、播種、鎮圧、除草を同時に行うことを実現。

〇トラクターのGPS自動操舵「トリンブル」を導入し、無駄のない播種実現により省力化。経営管理や圃場管理

の見える化のため管理ツール「アグリノート」を導入することで効率化を図っている。



北陸地域の麦作経営優良事例３ （参考３）

○有限会社双和ファーム （石川県白山市）

令和４年度全国麦作共励会 集団の部 全国農業協同組合中央会会長賞

栽培・経営上の特徴

31

大麦 5.7ha、水稲 18.52ha、大豆 5.86ha、
野菜等 0.49ha

作付面積

ファイバースノウ品種

675kg/10a
(316kg/10a)

単収
(県平均単収)

88.2％上位等級比率

令和４年産生産状況

○サブソイラ―施工による排水対策と額縁明渠排水の設置による降雨や消雪

による湿害対策の徹底。特に、サブソイラーを密（2.5m間隔）で入れるこ

とにより、圃場排水が改善され、単収の安定化や耕起時のロータリ―回数

減（２→１回）に寄与。

〇深耕可能なアースロータリ―を用い耕起同時播種の実施（前作の稲株を作

土下層に押し込み、表層部は細かい再土に覆われるため出芽を安定化）。

〇越冬後の生育状況に応じて、消雪期追肥と止葉展開期追肥を適期に施用。

アースロータリ―

〇種子更新（全量JAから購入し、毎年100％更新）、土壌酸度矯正として、BB転作エース（堆肥入り）の投

入、赤かび防止のため、自社で粉剤による２回防除適期実施等の品質改善を実施。

〇大麦の乾燥・調整はJAに委託し、設置コストを削減するとともに、汎用コンバインを近隣生産者と共同利

用することにより機械コストを低減。



北陸地域の麦作経営優良事例４ （参考４）

○瓦（かわら） 惣一 （福井県坂井市）

令和４年度全国麦作共励会 農家の部 日本農業新聞会長賞

栽培・経営上の特徴

32

大麦 2.42ha、水稲 3.77ha、大豆 2.42ha、
肉用牛23頭

作付面積

ファイバースノウ品種

528kg/10a
(316kg/10a)

単収
(県平均単収)

100％上位等級比率

令和４年産生産状況

○土壌乾燥の妨げになる水稲の倒伏防止剤の適切利用、トレンチャーを用

いた深い額縁明渠の実施。圃場内明渠は従来の9.6ｍから30ｍ間隔の省

力的手法に変更し省力化（明渠が少なくなり、溝をまたぐ工程も減少

し、後の作業も効率化）。弾丸暗渠は入れず、メリハリのある排水対

策を実施。

〇大区画圃場（1ha区画）で大型機械を用い、耕起・施肥・播種の同時作

業を実施し省力化。
○畜産との複合経営のメリットを生かし、牛ふん堆肥による土づくりを実践。基肥一発肥料の使用により追肥回

数を減らしつつ、安定的肥効を確保。生育状況に応じて、茎立期に追肥を行い収量向上を図っている。

〇赤かび対策のためのラジコンヘリ防除（２回）や乾燥調製をJAに委託しコストを削減。

〇種子の全量更新・消毒、細麦や硝子率の抑制のための適期・適量播種、上記の赤かび病適期防除など、基本技

術を県やJA指導の下励行し、上位等級比率100％の高品質化を達成。

30m間隔の圃場内明渠



北陸地域の麦作経営優良事例５ （参考５）

○ミズキファーム株式会社 （富山県砺波市）

令和３年度全国麦作共励会 農家の部 全国農業協同組合中央会会長賞

栽培・経営上の特徴

33

大麦 10.01ha、水稲 25.95ha、大豆
7.66ha、そば 6.08ha、野菜等 2.01ha

作付面積

ファイバースノウ品種

396kg/10a
(254kg/10a)

単収
(県平均単収)

93.2％上位等級比率

令和３年産生産状況

○過剰な砕土を避けたスタブルカルチによる耕起（作土下層への排水）や、

ダイレクトシーダーの鎮圧ローラーに県内の鉄工所に特注した作溝用

ディスク（そろばん玉ローラー）を使用（表面排水）し、徹底した排

水対策を実施。

○複数の緩効性肥料を比較し、自社の栽培条件で最も多収となる肥料銘柄

を利用。一部の施肥ムラには融雪後の手直し追肥を行い、均一な麦づ

くりに努めている。また、大麦作での苦土石灰、水稲前の鶏糞施用に

より地力の養成に取り組んでいる。

独自の工夫 ”そろばん玉“ローラー

〇機械の長期利用による機械コスト低減のため、①JA委託による定期的なメンテナンス、②機械ごとのオペ

レーター専属制による異変の早期発見、③故障予防のための負荷をかけすぎない運転を心がけるなどの取

組を行っている。



北陸地域の麦作経営優良事例６ （参考６）

○株式会社白銀カルチャー （新潟県新潟市）

令和２年度全国麦作共励会 集団の部 日本農業新聞会長賞

○トラクターにGPSガイダンス・車速連動ブロードキャスターを装備し、直進アシスト機能を用いて肥料の重

複散布やムラを抑えた均一な生育を確保。生育調査やほ場ムラのチェックにドローンを活用、営農支援

ツール「アグリノート」を用いた作業記録により簡便な情報管理・共有を実施するなどスマート農業の活

用を進めている。

〇基盤整備による暗渠施工、地下灌漑システム「コップス」、リモート水栓の装備と明渠の組み合わせで高

い排水性を実現し、耕うん同時畦立て播種により省力的でより効果的な排水対策を実施。

○精麦した「はねうまもち」をスーパー、直売所、食品メーカー等に直販し、収益性の向上を実現。

〇「Akihaもち麦プロジェクト」に参画し、地域のレストラン、菓子店、障がい者施設等と連携し、「はねう

まもち」の商品を開発。障がい者施設に対する委託精麦や農作業での雇用など、地域連携や農福連携に努

めている。

栽培・経営上の特徴

34

令和２年産生産状況

大麦10.29ha
水稲46.03ha、大豆50.71ha等

作付面積

はねうまもち(9.49ha)
ゆきはな六条(0.80ha)

品種

はね：644kg/10a(366kg/10a)
ゆき：591kg/10a(591kg/10a)

単収
(県平均単収)

ドローンによる生育調査



新潟県産小麦生産への復活の道のり （参考７）
新潟小麦の会（新潟県新潟市）

新潟県内では、収量が不安定であるなど、「小麦は儲からない」と言われており、平成５年の冷害で県内の小麦生産がゼ
ロになった。
しかし、平成18年、小千谷市生産者の取組をきっかけに、丸榮製粉（株）の声掛けにより、生産者、実需者、生産資材

メーカー、行政等を構成員とする「新潟小麦の会」を発足。
新潟県産小麦の復活をスローガンに、栽培技術の向上を図り、共働する生産者の増加により供給量が大幅アップ。

◎新潟県の小麦栽培を復活させたい

・平成17年頃、自家製パンを試作。
（海外産小麦使用）
・新潟県産の小麦のパンを作りた
いと思い、平成17年、東北農研
機構に直接電話で相談。
（平成18年に初収穫）

◇東北農研機構（研究機関）

新潟にあった品種と栽培方法のアドバイス。
①「ゆきちから」と「こゆき小麦」を勧める。
②新潟小麦の会設立後も、勉強会、栽培につい
て助言。

③国の補助を受けて、新潟県、丸榮製粉（株）
と連携し、砂丘畑地パン用小麦の栽培マニュ
アルを作成。

◆小千谷市の生産者 ◆丸榮製粉（株）(製粉会社)

・平成20年頃に、生産者から新
潟県産小麦の買取依頼。

・新潟県、新潟市、醤油組合、
パン組合、学校給食会等に県
産小麦復活を声かけ。

○生産者、研究機関、実需者の連携で、復活
◆新潟小麦の会を設立

・平成24年に丸榮製粉（株）が、
事務局として設立。

・実需者等による販売等に関する
勉強会を年３回、現地での栽培
検討会を年１回開催し、構成員
で共有。

〇生産（入口）から、販売（出口）までの連携【丸榮製粉の県産小麦買取実績】
H20年 H30年 R4年 R9年（目標）

1ﾄﾝ 100ﾄﾝ 170ﾄﾝ 1,000ﾄﾝ

【今後展望】
・令和9年産まで1,000ﾄﾝ（パン用、うどん用等）を目標に生産拡大。
・これまでに、主に強力粉（パン用）品種を生産していたが、中力系薄
力粉用小麦品種（うどん等）の生産にも取り組む。

【課題】
・土壌条件、天候等を踏まえた生産技術の確立とともに、収穫の安定化。
・生産量増加に備えた低温貯蔵庫の確保。
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16道県1,000筆以上の実態調査の
エビデンスに基づき指標化

生産者自らが圃場ごとに要因を診断

対策技術の処方＆情報提示

ポイントを解説後、
詳しい情報へのポータルとして利用

圃場条件にあった適切な栽培技術を提示

○ 農研機構が「診断に基づく栽培改善技術導入支援マニュアル」を作成し、農研機構のHPに掲載。
○ 栽培条件と減収要因との関連について、スマートフォンを用いてユーザーが簡易に診断し、多くの技術情報の中から必要

な対策にアクセスすることができる。

診断に基づく栽培改善技術導入支援マニュアル （参考８）
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生育予測モデル

○ 愛知県・名古屋大学・JAあいち経済連は、発育診断予測モデルに衛星画像や、メッシュ気象情報などを組み合わせた
栽培管理を実証中（H29～R2の4年間）。

○ ブロックローテーションの中で、稲作とあわせて、麦作の生育ステージ予測に基づく追肥診断等を一体的に取り組んでいる。

1kmメッシュ気象情報

×

茎立期、出穂期等の生育ステージを予測

追肥診断 病害虫発生予測

衛星画像（NDVI等）に基づく最適追肥量 メッシュ気象に基づく発病リスク分布

・適期追肥
・最適な水管理
・病害虫の適期防除
・適期収穫

【効果】 精度の高い生育ステージ予測ができ、栽培指導の役に立つ。

愛知県・JAあいち経済連・名古屋大学

営農指導

普及指導員・営農指導員 生産者

・品質向上・収量向上
・省力・低コスト化の実現
・農家手取りの向上

適
期
作
業

発育診断予測モデルの事例 （参考９）
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新潟市でドローンによる作付確認を実運用、作業労力・時間を大幅短縮
株式会社スカイマティクス

○ 高度120mから空撮し、画像をSkymatiX
社のサービス「いろはmapper」にアップ。本サー
ビスによりクラウド上で画像と地図がリンク。オン
ラインマップ上に並んだ画像をクリックすると高解
像度のほ場画像が表示される。市職員がパソ
コン上で画像を見て、作付確認を実施。自治
体が管理する農地GISとの連携も可能。

○ オペレーターを派遣し、ドローンを活用した効率
的な撮影オペレーションを実施。また、人口集
中地区や高速道路周辺は従来通り人が確認
を実施し、安全性に考慮。

導入メリット

取組概要

＜目的＞多大な時間と労力を要している作付確認の省力化。
※作付確認：国の経営所得安定対策等交付金の支払いのために行う現地確認作業。

生産者が計画した作物が作付されているかを確認する。

導入経緯 2019年6月実施時期
1200ha確認面積
Wingtra（スイス製のVTOL固定翼ドローン）使用機体

パソコン上で画像を確認

・確認ほ場に立札を設置
・調査体制/ルートの確認

・クラウド上で画像を
時系列で保存/管理

・画像=証憑にて再調査なし

・車を走らせ1週間かけて
延べ180人が作付状況を
現場で目視確認

・飛行場所を自治体から
撮影委託者に連絡

従
来

ৗ
ञ
ऩ
਄
ੌ

事前準備 調査・確認 報告

・(確認結果をPCへ手入力)
・農家との理解相違⇄再調査

再
調
査

紙
or

タブレット

・1週間で延べ16人が撮影・確認
・作付状況をPC上で確認

○ 従来2週間で180人を動員していたが、ドローンの導入により9割の人員を削減できた。
○ 「いろはmapper」の地図上に撮影画像が随時リンクされるため、進捗管理を明瞭に行うことができた。
○ 画像が保存・管理されているため、認識相違による再調査が発生しなくなった。

ドローンを用いた作付確認の事例 （参考10）
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＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞＜ 事 業 の 内 容 ＞
国産小麦・大豆供給力強化総合対策 35（50）百万円

【令和6年度補正予算】5,008百万円
① 生産対策（麦・大豆生産技術向上事業）

麦・大豆の増産を目指す産地に対し、作付けの団地化、ブロックローテーション、
営農技術・農業機械の導入等を支援します。

② 流通対策
ア 麦・大豆供給円滑化推進事業

国産麦・大豆を一定期間保管することで安定供給体制を図る取組を支援します。
イ 新たな麦流通モデルづくり事業

麦の流通構造の構築に向けた新たな流通モデルづくりを支援します。
③ 消費対策（麦・大豆利用拡大事業）

国産麦・大豆の利用拡大に取り組む食品製造事業者等に対し、新商品開発等を
支援します。

（関連事業）
強い農業づくり総合支援交付金 11,952百万円の内数
新基本計画実装・農業構造転換支援事業 8,000百万円の内数

【令和6年度補正予算】 40,000百万円の内数
産地生産基盤パワーアップ事業 【令和6年度補正予算】 11,000百万円の内数
産地と実需が連携して国産麦・大豆の取扱数量を増加させる取組を推進するため、増

産に資する乾燥調製施設の導入、不作時にも安定供給するためのストックセンターの
整備、国産麦・大豆の利用拡大に向けた食品加工施設の整備や再編集約・合理化等
を支援します。

＜対策のポイント＞
産地と実需が連携して行う麦・大豆の国産化を推進するため、ブロックローテーションや営農技術・機械の導入等による生産性向上や増産を支援するとともに、国産

麦・大豆の安定供給に向けたストックセンターの整備※や民間主体の一定期間の保管、新たな流通モデルづくり、更なる利用拡大に向けた新商品開発等を支援しま
す。

＜事業目標＞［平成30年度→令和12年度まで］
○ 小麦生産量の増加（76万t→108万t） ○ 大麦・はだか麦生産量の増加（17万t→23万t） ○ 大豆生産量の増加（21万t→34万t）

＜事業の流れ＞

１．生産対策

営農技術の導入
（定額）

農業機械の導入
（1/2以内）

・ ストックセンターの整備※（1/2以内）
・ 一定期間の保管（定額、1/2以内）

・ 新商品の開発（定額、1/2以内）
・ 加工設備・施設の導入※（1/2以内）

２．流通対策 ３．消費対策

麦・大豆の国産化を一層推進

乾燥調製施設の整備※

（1/2以内）

［お問い合わせ先］
（①、②ア(大豆)、②イ、③(大豆) の事業）農産局穀物課 （03-6744-2108）
（②ア(麦)、③(麦)の事業） 貿易業務課（03-6744-9531）

小麦・大豆の国産化の推進

国

民間団体

都道府県 生産者団体等
（都道府県、市町村を含む）

民間団体等
(コンソーシアム及び
民間企業を含む)

定額、1/2

定額、1/2

（②アの事業）

（③の事業）

定額
定額

（➀の事業）

（②イの事業）

定額、1/2

交付、1/2

【令和７年度予算概算決定額 35（50）百万円】
（令和６年度補正予算額 5,008百万円）

関連事業：共同利用施設の整備支援等 19,952百万円の内数
令和６年度補正予算 51,000百万円の内数
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